秘密保持契約書（案）

国立大学法人東海国立大学機構（以下「甲」という）と○○○○株式会社（以下「乙」という）とは、次の通り契約（以下「本契約」という）を締結する。

第１条（目的）

甲及び乙は、「○○○に関する研究」（以下「本研究」という）について、共同研究の可能性判断するための検討（以下「本検討」という）を目的として、自己の秘密情報を相手方に開示する。

（担当研究者）

名古屋大学大学院○○○研究科　教授　（氏名）

○○○○株式会社○○○　○○　（氏名）
第２条（秘密情報の定義）

本契約において秘密情報とは、本研究に関して甲及び乙が、秘密の旨を明示して、相手方（受領者）に開示する書面、図面、各種データ、試作品、物品、顧客情報その他一切の技術上若しくは営業上の情報をいう。

２．甲又は乙が、相手方に対し口頭にて開示する秘密情報については、開示の際に秘密である旨を伝え、かつ、当該情報が記載された書面を口頭による開示から３０日以内に相手方に送付するものとし、当該書面をもって秘密情報とする。

３．秘密情報には次の各号のいずれかに該当することを立証できる情報を含まないものとする。

（1）開示の際に公知又は公用であったもの。

（2）開示の際に受領者に帰属していたもの。

（3）開示の後に受領者の責によらず公知又は公用になったもの。

（4）正当な権利を有する第三者から秘密保持義務を負うことなく受領者が適法に取得したもの。

（5）開示された秘密情報によることなく、受領者が独自に開発したもの。

第３条（秘密保持の義務）

甲及び乙は、相手方の秘密情報を厳重に秘密に保持するものとし、予め相手方の書面による承諾なくして第三者に開示又は漏洩してはならない。

２．甲及び乙は、本検討の目的のためにのみ相手方の秘密情報を使用するものとし、予め相手方の書面による承諾なくして他の目的のために使用してはならない。

３．前項の他、甲及び乙は、相手方の事前の承諾がない限り、相手方から開示された秘密情報のうち、試作品等の有体物について、本検討の目的以外のために、これらを分解若しくは解析する等の行為をしてはならない。

４．甲及び乙は、本検討のために必要な範囲内で、自己の役員、従業員に対し相手方の秘密情報を開示できるものとし、これらの者に対して秘密情報の厳重な秘密保持のために必要な措置を講ずるものとする。

第４条（共同研究）

甲及び乙は、本検討の結果、共同研究を実施するとの合意に至った場合、共同研究契約書を締結することができる。

第５条（秘密情報に基づく発明等）

甲又は乙が相手方から開示された秘密情報に基づいて発明、考案、又は意匠の創作等（以下これらを合わせて「発明等」という）を行ったときは、当該発明等をなした甲又は乙は、直ちに相手方に対し通知するものとし、当該発明等の帰属、取り扱い等について別途協議のうえ決定するものとする。

第６条（輸出管理条項）
甲及び乙は、本契約の履行に伴い貨物の輸出をする場合又は研究成果等の技術を非居住者等へ提供する場合、外国為替及び外国貿易法（当該法令に対応する諸外国の法令等を含む）に従い必要な手続を行う。
第７条（損害賠償）

甲及び乙は、本契約に違反し相手方に損害を与えた場合は、その損害を賠償する責任を負う。

第８条（有効期間）

本契約の有効期間は○○○○年○○月○○日から○○○○年○○月○○日までとする。

但し、甲乙協議のうえ、有効期間を変更することができる。

第９条（期間終了後の取扱い）

甲及び乙は、本契約の終了後は遅滞なく、相手方から受領した秘密情報に関連する資料（複写・複製したものを含む）を破棄し、又は相手方から要請があったときは、直ちに返却するものとする。

２．本契約の終了後、第４条及び第５条の定めは１年間、第３条の定めは３年間、第７条の定めは関連事項が存続する限り有効に存続するものとする。

第１０条（準拠法・管轄裁判所）

本契約は日本法を準拠法とする。また、本契約に関する全ての紛争については、名古屋地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

第１１条（協議事項）

本契約に定めのない事項又は本契約に関して疑義を生じたときは、甲乙誠意をもって協議して解決するものとする。

以上、本契約締結の証として本書2通を作成し、甲乙記名捺印のうえ、各1通を保有する。

○○○○年○○月○○日
愛知県名古屋市千種区不老町１番
甲　国立大学法人東海国立大学機構
機構長
松尾　清一　　　　　　　　　印

（住所）
乙　（法人名）

（役職）

（氏名）　　　　　　　　　　印

